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事業名 一般国道２０号 大月バイパス 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
おおつき

区分 主体 関東地方整備局

起終点 自：山梨県大月市駒橋 延長
やまなしけんおおつきしこまはし

至：山梨県大月市大月町花咲 ３．２ｋｍ
やまなしけんおおつきしおおつきちょうはなさき

事業概要

国道２０号は、東京都中央区から山梨県甲府市を経て長野県塩尻市に至る幹線道路である。大月バイパ

スは、大月市内の交通混雑緩和、交通安全の確保などを目的とした、大月市駒橋から同市大月町花咲間ま

での延長３．２ｋｍの２車線のバイパス事業である。

Ｓ４８年度事業化 Ｓ５０年度都市計画決定 Ｈ元年度用地着手 Ｈ７年度工事着手

（Ｈ１２年度変更）

全体事業費 約３３８億円 事業進捗率 ８１％ 供用済延長 １．７ｋｍ

計画交通量 １０,１００～１２,７００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) １．３ ５６/４５２億円 ２０２/５６８億円 平成２５年

事 業 費：52/442億円 走行時間短縮便益：194/512億円

(残事業) ３．６ 維持管理費：4.5/9.7億円 走行費用減少便益：5.2/ 42億円

交通事故減少便益：3.6/ 14億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝1.0～1.5（交通量 ±10％）【残事業】交通量：B/C＝2.9～ 4.3（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C＝1.2～1.3（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C＝3.3～4.0（事業費 ±10％）

事業期間：B/C＝1.2～1.3（事業期間± 1年） 事業期間：B/C＝3.2～3.8（事業期間± 1年）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・高月橋入口交差点や大月橋東詰交差点を中心に交通混雑が発生し、国道20号(現道)の損失時間は

約１０２．６千人時間/年･ｋｍであり、全国平均（２６．３千人時間/年･ｋｍ）の約４倍となってい

る。

・大月バイパスの整備により、大型車等の通過交通がバイパスに転換し、国道２０号(現道)の渋滞緩和

が見込まれる。

②安全安心な通行の確保

・大月バイパスと並行する国道２０号(現道)の死傷事故率は、１３８．９件/億台･ｋｍであり、全国平

均(１０２．０件/億台・ｋｍ)の約１．４倍となっている。

・事故の内訳は、渋滞が一つの要因である追突事故が約５割を占める。

・大月バイパスの整備により、現道の交通が転換し、交通事故の減少や歩行者等の安全性向上が期待

される

③利便性の向上

・大月市は、現場や救急医療施設までの平均所要時間を最も要する地域の１つであり、大月市立中央病

院へ向かうには国道２０号を経由する必要がある。

・国道２０号（現道）は道路幅員も狭いため、車両同士の離隔がなく、朝夕の渋滞時は救急車両が停止

する状態である。

・大月バイパスの整備により、現道とバイパスのルート選択が可能になり、代替路の確保や搬送時間の

短縮等の利便性の向上が期待される。

関係する地方公共団体等の意見

・山梨県知事の意見：

一般国道２０号大月バイパスは、市街地の交通渋滞の緩和による交通事故の減少や歩行者等の安全確

保、消防署や病院への代替路の確保や搬送時間の短縮等の救急施設へのアクセスの強化などが期待され

ます。

現在は、計画区間Ｌ＝３．２ｋｍのうち１工区Ｌ＝１．７ｋｍの部分供用により、富士吉田方面への

交通ではバイパス機能が発揮されており、市街地の渋滞の緩和には一定の効果が見られています。

残区間には、県富士・東部地域の災害拠点病院である大月市立中央病院や中央道大月インターがあり、



本バイパスの効果を最大限に発揮すべく、供用済みの１工区に引き続き、残区間の早期完成をお願いし

ます。

事業評価監視委員会の意見

事業の継続を承認する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

平成１８年度に１工区部分供用（大月市大月一丁目～大月市大月二丁目：Ｌ＝約０．６ｋｍ）。

平成１９年度に１工区一部暫定供用（大月市駒橋～大月市大月一丁目：Ｌ＝約１．１ｋｍ）。

平成２２年度に一部完成形開通（大月市駒橋～大月市大月一丁目：Ｌ＝約１．１ｋｍ）。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・１工区は、平成２２年度に全線２車線で完成形供用済。

・２工区は、桂川橋Ａ２橋台工事及び道路設計、花咲地区の用地買収を実施中。

・また、本年度中にＪＲアンダーボックス整備に先立つ仮設工事に着手する予定。

・引き続き、全線完成に向けて事業を進める。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

用地の取得は９６％完了。引き続き、全線２車線完成に向けた事業促進を図る。

施設の構造や工法の変更等

―

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏

まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。
事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。


